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人生80年時代を迎え、豊かな社会福祉環境のも

とで、単に病気や虚弱でないということだけでな

く、肉体的・精神的にも良好で生きがいのある人

生が送れるよう、健康への関心が高まっています。

このため、市民一人ひとりの生涯にわたるこころ

と身体の健康づくりを支える総合的なシステムづ

くりが求められています。

本市では、市民の多様な生活環境に則した総合

的な健康づくり対策を進めるため、平成10年に

「東大阪市保健計画」を策定し、「生きがいを感じ

る健康都市づくり」に向けて、健康まつりや健康

展、各種健康教室の開催、また、年齢に応じた健

康づくり活動や健康の維持・増進のためのスポー

ツ・レクリエーション活動への参加の促進など、

総合的・体系的に市民の健康づくりに取り組んで

います。

今後は、市民のこころと身体の健康をまもり、

少子高齢化社会に対応した明るく健康な長寿社会

を築いていくためにも、関連する各分野との連携

のもとに、医師会や歯科医師会、薬剤師会などの

関係機関とも連携を深め、「東大阪市保健計画」

を基礎として、総合的な健康づくり対策を進める

必要があります。また、市民が主体的に参加でき

る健康学習や健康活動の機会の拡充、市民の健康

づくり組織の育成などを進めるとともに、専門職

員の配置など、健康相談体制を充実し、市民が

「自らの健康を自らまもる」ことへの支援体制を

強めることが求められています。
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健 康 づ く り 施 設 の 整 備  

健康づくりの総合対策の推進 

健康診査と健康相談体制の充実 

健康学習の促進と健康活動の充実 

健 康 づくりの推進  



健康づくりを推進していくため、広範な人材の

育成・確保を通して自主的な活動を支援するな

ど、生涯にわたるこころと身体の健康づくりを総

合的に推進します。

健康づくりや相談の拠点となる保健所や保健セ

ンターなどの保健施設の充実に努めるとともに、

これら施設のネットワークによる健康情報基盤の

整備に努めます。また、スポーツ・レクリエーシ

ョン活動の場として、公共施設の開放や民間施設

の活用を図ります。

ライフステージに応じた健康診査や健康相談の

充実を図るため、健康診査の質の向上や多様な健

診機会の提供、事後指導の充実に努めます。

市民ニーズに対応した健康学習や健康づくりプ

ログラムの研究・開発を図るとともに、自主グル

ープの育成と活動支援、指導者の育成・確保など

健康活動の充実を促進します。
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本市では、多様化・高度化する市民の医療ニー

ズに応えるため、「東大阪市保健計画」を策定し、

医療機関をはじめ関係団体の協力のもと、初期医

療から高度医療に至る総合的な診断と治療を体系

的に行う病診連携システムの構築に取り組んでい

ます。今後は、高度医療にも対応でき、中河内２

次医療圏の災害拠点病院として位置づけられる市

立総合病院を基幹に、民間医療機関などとの連携

のもと地域ケアを担う多様なマンパワーの確保・

育成を図ることが必要です。

救急医療体制は、大阪府医療情報センターとの

連携のもと、初期救急医療は休日急病診療所、２

次救急医療は市内14ヵ所の救急病院で対応してい

ます。３次救急医療は、市立総合病院に併設され

た大阪府立中河内救命救急センターが拠点となっ

ていますが、救急患者の搬送を円滑に行うため、

医師と救急隊員の連携体制の強化が望まれていま

す。

国民健康保険については、加入世帯数が微増傾

向にありますが、被保険者に占める低所得者や高

齢者の割合が増加していることなどから財政基盤

は脆弱化しており、少子高齢化社会に対応した国

民健康保険制度の確立に向けて、国や府に対する

働きかけを強める必要があります。
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保健医療行政の総合的施策、地域医療体制の確

立を図るため、保健医療問題協議会の充実に努め、

市民、関係団体などで構成する健康づくり協議会

を支援し、市民と協働で推進します。

保健所は保健衛生行政の専門的、技術的な中枢

拠点として機能を強化し、保健センターは健康診

査や健康相談など市民に身近な保健サービスの実

施拠点として機能を充実します。

地域における保健・医療サービスを充実するた

め、初期診療における「かかりつけ医」の普及を

図るとともに、医療機関の機能分担により地域の

医療資源を有効に活用する連携システムの構築に

努めます。

発症から入院・治療・回復・在宅までの一貫し

たリハビリテーションが実施できるよう医療機関

と連携して、施設整備を図るとともに従事者の確

保に努めます。

介護に重点を置いた看護サービスを提供するた

め、訪問看護ステーションの整備を促進します。

高度・専門医療に対応した中核的医療施設とし

て、経営の健全化を踏まえ、施設・医療機器など

の充実に努めるとともに、地域災害医療センター

として活用を図ります。

市東部地区における公的医療機関として、市民

ニーズに応える医療機能の向上を図るため医療機

器の充実に努めます。
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１次から２次救急医療に対応する救急病院として

の市立総合病院と、休日急病診療所との役割分担を

含め初期救急医療の効率的な運営に努めます。

救急病院の増加に努めるとともに、各施設の充

実を促進します。

府立中河内救命救急センターの機能の充実を促

進するとともに、救急病院や搬送機関との適切か

つ有機的な連携を図ります。

救命率の向上を図るため、高規格救急車や高度

救命処置用資機材などの増強とともに、救急救命

士の養成、救急隊員の研修・教育訓練の強化に努

め、プレホスピタル・ケアの充実を図ります。

初期の応急処置が救命に重要なことから、市民

に応急手当の知識や技術の普及に努めます。

緊急時や必要血液の安定確保と安全血液の確保

のため、献血推進協議会など関係団体の協力を得

て献血思想の普及・啓発に努め、献血事業を推進

します。

医療機関・府・日本赤十字社などと連携して、

医療情報の収集・伝達体制や救護体制、後方医療

体制、医薬品の確保・供給体制などの整備を図る

とともに、医療活動マニュアルの作成と徹底に努

めます。

国民健康保険財政の健全化を図るため、保険料

の適正賦課や収納対策を推進するとともに、医療

費の適正化に努めます。

また、国民健康保険事業の円滑な運営が図られ

るよう、制度の改善を国・府に働きかけます。
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生涯を通じて心身ともに健康な生活を営むこと

ができるよう、地域社会において健康を保持・増

進する保健システムの拡充が必要となっています。

本市では、１保健所３保健センターを拠点に、

医療機関と連携して市民の健康の保持・増進のた

め、各種検診・診査など、地域保健対策に取り組

んでいます。

生活習慣病対策としては、市民の健康に対する

意識の高揚などに伴い受診者数は増加傾向を示し

ています。今後は、検診率の向上とともに、生活

習慣病は栄養や運動、休養など生活習慣に起因す

ることが多いため、受診後の指導の取り組みが求

められます。

感染症対策としては、健康診断や予防衛生知識

の普及・啓発事業に取り組んでいますが、今後は、

事前対応型の健康危機管理対策に取り組むととも

に、特に結核の罹患率が全国平均より高いことか

ら、結核予防対策の充実が求められます。

難病対策としては、患者や家族への訪問指導や

相談事業を実施していますが、患者や家族の不安

を和らげるため、福祉対策にも重点を置いた対応

が求められます。

呼吸器系疾患等対策としては、指定疾病認定患

者に対し機能訓練事業や転地療養事業など公害保

健福祉事業を実施しています。今後は、認定患者

の減少や高齢化などにも考慮しつつ事業の継続が

求められます。

歯科の疾患については、自分の歯をまもる意識

の普及を図り、早期発見・早期治療を目的とした

健診を行い、乳幼児から高齢者まで各自の状態に

応じた歯科保健指導を行うなど、歯科保健対策の

充実が求められています。

保健サービス拠点施設の充実 

疾 病 予 防 対 策 の 充 実  

地域保健対策の充実  



保健所は、地域保健の拠点として地域の健康課

題の検討や、保健予防対策の企画および調整など

専門的・技術的な事業を推進するため、専門職種

を集約して機能の充実・強化を図ります。

また、保健センターは、地域住民の多様なニー

ズに対応した、健康相談や健康教育、健康診査な

ど乳幼児から高齢者に至る身近できめ細かなサー

ビスや、保健・医療・福祉と連携した総合的・一

体的なサービスの提供を図ります。

現代の疾病構造の中心をなす生活習慣病に対し

て、予防のための健全な生活習慣、定期的な健康

診査の受診など、市民の主体的・自主的な健康づ

くり活動の充実に努めます。

感染症のまん延を防止するため、発生動向の把

握や発生時の迅速・的確な対応、予防の啓発普及

に努めるとともに、予防接種や結核検診の受診率

の向上を図ります。

対象疾病が増加する難病は長期療養を必要とす

るため、在宅難病対策の充実に努めます。

呼吸器系疾患患者の健康の回復および保持・増

進を図るため、指定疾病認定患者に対する転地療

養事業やリハビリテーション事業、家庭療養指導

事業などの充実を図るとともに、気管支ぜん息な

どの患者に対しても、健康相談事業や健康診査事

業、機能訓練事業などの充実を図ります。また、

小児ぜん息などの患者に対しては、医療費助成事

業の充実を図ります。

80才において20本の歯が保てるよう乳幼児から

老人に至るまでの一貫した歯科保健対策の充実に

努めます。

こころの健康を保持し、ゆとりある豊かな生活

を築くため、医療機関や関係機関と連携しこころ

のケアに関する相談窓口の充実を図ります。
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健康は生活を支える原点で、この健康を維持し

ていくためには、日常生活における生活衛生を総

合的に保持、改善していくことが必要となってい

ます。

本市では、衛生的な生活環境の確保を図るため、

環境衛生関係施設などの監視・指導、家庭用品の

試買検査、ねずみや衛生害虫などの駆除事業、ま

た、環境衛生思想の普及・啓発などに取り組んで

います。近年では、ダニやかびなどによる健康被

害の発生や安全な飲料水の確保、ダイオキシン対

策などの新たな問題を抱えていることから、今後

は、これらに対応できる専門機能や体制の充実を

図ることが求められています。

また、食品などの衛生および安全性の確保を図

るため、食品衛生関係施設などの監視、指導およ

び検査、食鳥衛生対策に加え、食品衛生思想の普

及・啓発や食品衛生に関する情報提供に取り組ん

でいます。また、腸管出血性大腸菌Ｏ１５７など

による感染性食中毒の防止対策の強化や健康危機

管理の対応が急務となっており、生産から消費に

至るまでの各過程における食品の安全性チェック

体制の強化が求められています。さらに、消費者へ

の食品衛生思想の普及・啓発に向けた体制の確保

や情報提供システムの構築が求められています。

薬事対策は、医薬品などを安全かつ適正に供給

するため、薬事関係施設などの許認可および監

視・指導に取り組んでいますが、今後は、流通す

る毒物・劇物に対する安全確保への取り組みが求

められています。また、医療・保健・福祉の連携

のなかで、医薬品など適正使用の推進事業を充実

させていくと同時に、覚せい剤など薬物乱用によ

る健康被害を無くし健全な社会をつくることが求

められています。

衛生検査機能については、業務管理基準を導入

した検査体制の確立などによる検査機能の充実、

総合的衛生検査センターの設置が求められていま

す。また、食中毒病因物質、農薬、医薬品、その

他環境汚染物質などによる健康被害に対応できる

衛生検査体制の充実が求められています。

犬管理体制については、狂犬病の予防や浮浪犬

防止に取り組んでいますが、犬による危害の発生

防止を図るため、飼い主への適正飼育、特にフン

害防止などの啓発とともに、市民の動物愛護精神

の高揚が求められています。

薬　事　対　策　の　充　実 

食 品 衛 生 対 策 の 充 実  

環 境 衛 生 対 策 の 充 実  

衛 生 検 査 機 能 の 充 実  

犬 管 理 体 制 の 充 実  

生 活 衛 生 の 充 実  
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各種環境衛生施設の衛生確保を図るため、監

視・指導体制の整備・強化に努めるとともに、自

主点検管理を推進します。

飲料水の衛生確保および特定建築物や住居など

の衛生対策、その他生活環境の保持・創造に努め

るとともに、市民の衛生意識の高揚を図るため、

各種生活衛生情報の提供を推進します。

各種感染症や食中毒などを媒介するネズミや衛

生害虫の駆除事業の充実に努めます。

食品取り扱い施設などに総合衛生管理方式（Ｈ

ＡＣＣＰ）などを導入した衛生管理システムを推

進し、監視、検査および指導体制の整備・強化を

図り、食品の安全性の確保に努めるとともに、食

品中の化学物質の安全対策の推進にも努めます。

食品事故やＯ１５７など感染性食中毒および毒

物・劇物等混入事故の防止対策の強化や健康危機

管理の対応などに努めるとともに、原因究明のた

めの調査および検査体制の強化を図ります。

講習会や多様なメディアを活用して衛生情報の

提供を図り、市民の衛生意識の高揚・普及に努め

るとともに、地域における食品衛生推進員制度の

推進に努めます。

食鳥肉の安全性を確保するため、疾病鳥の排除

や食鳥処理場における検査、監視および指導など

衛生管理体制の強化に努めるとともに、食鳥検査

体制の整備・充実を図ります。

医薬品の品質、有効性、安全性を確保し、適正

な供給を図るとともに、毒物・劇物の流通過程に

おける適正使用と安全確保を図ります。



市民や医療関係者に対し、医薬品などの適正使

用の推進を図り、副作用などの薬害の防止に努め

ます。

覚せい剤やシンナーなど薬物乱用の弊害につい

て正しい知識の普及・啓発に努めます。

効率的で機動力のある検査体制の整備を図るた

め、検査機能の充実とともに科学的な監視が可能

な総合的施設として衛生検査センターの設置を推

進します。また、新たな環境汚染物質などの検査

に対応できる検査機器の整備、拡充に努めます。

狂犬病予防注射や飼犬登録の徹底および浮浪犬

などに対する捕獲、抑留業務の充実に努め、動物

由来感染症の感染防止や犬による危害の発生防止

を図ります。

適正な飼育方法および動物愛護思想の啓発に努

めるとともに、愛護センターの設置に取り組みます。
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市営墓地の環境改善の推進や墓地台帳の整備に

努めます。

市民の墓地需要に対応するため、地域墓地や法

人墓地の新増設の促進に取り組みます。

ばい煙や悪臭などの環境問題に留意した施設・

設備の改善に努め、周辺環境に配慮した斎場整備

を推進します。

施設の効率的な運営を図るため、市営斎場の整

理・統合に取り組みます。また、統合による斎場

跡地に、墓地もしくは納骨堂の整備を検討します。

墓地・斎場については、核家族化の進行に伴い、

今後需要が増大していくことが想定されます。

本市では、墓地は、平成１３年度末現在で市営墓

地、市有墓地、部落有墓地、宗教法人有墓地を併

せて87ヵ所あり、区画数も１万区画を優に越えて

いますが、墓地需要の増加に対応するため新たな

市営墓地の確保を進めると同時に、民間墓地の計

画も進められています。今後は、官民共同の弾力

的な墓地運営などを勘案しながら、需要状況の把

握や墓地の環境改善などにも考慮した墓地の整備

が望まれます。

斎場については、現在、市営斎場が７ヵ所あり

ますが、設備の老朽化や小規模施設の統廃合、ば

い煙や悪臭などの環境問題などに対応するため、

施設や設備の改善に取り組んでいます。今後は、

周辺環境の整備などにも考慮しながら、地域の実情

に見合った計画的な斎場づくりが求められます。

。
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地域における相互援助機能の脆弱化や連帯意識

の希薄化が顕在化している今日、高齢社会への移

行ともあいまって、従来にも増して地域の果たす

役割が重要視されており、あたたかいおもいやり

のある地域社会の形成が求められています。

本市では、すべての市民が住み慣れた地域社会

で自立した生活を営めるよう官民の連携体制によ

る地域福祉の推進に努めるとともに、保健・医

療・福祉のネットワークによる高齢者福祉の推進

のため、高齢者サービス調整チームや福祉の総合

窓口機能の整備・充実に取り組んでいます。また、

地域福祉推進のための主要な施策のひとつである

在宅福祉サービスの拡充に努めていますが、介護

保険制度導入などに伴い、今後市民の福祉ニーズ

は、多様化するとともに一層拡大すると予想され

ます。

一方、市民啓発や福祉教育の推進が強く求めら

れるとともに、地域福祉活動への支援として、総

合福祉センターでのボランティアセンターの設

置、専門的知識・技能を有する福祉ボランティア

の養成によるマンパワーの確保に努めるととも

に、地域が互いに支え合う小地域ネットワーク活

動の支援が求められています。

今後は、サービス利用者の選択権や自己決定権

を尊重する流れに伴い拡大するニーズに対応し、

総合的・体系的な福祉施策の展開を図ることが望

まれます。また、福祉情報システムの拡充、福祉

学習の充実などにより、地域に根ざした福祉の担

い手を育成することが望まれます。さらに、市民

の自主的な地域福祉活動を促進するため、地域に

密着した団体の育成、活動支援を充実するととも

に、相談・指導機能やボランティアセンター機能

を有する地域福祉拠点施設の整備に取り組むこと

が望まれます。

保健福祉コミュニティの推進  

総合的・体系的地域保健福祉システムの確立 

サ ー ビ ス 利 用 者 の 権 利 擁 護  

市 民 啓 発 と 福 祉 教 育 の 充 実  

地 域 福 祉 の 推 進  



地域保健福祉の充実を図るため、市民、行政が

一体となった地域保健福祉体制の整備を総合的・

体系的に推進します。

また、地域の保健福祉資源を活用して拠点とな

る施設の整備に努めます。

市民が必要に応じ的確なサービスが受けられる

よう、サービス調整機能の充実を図ります。

地域福祉にかかわる情報の収集・提供が迅速か

つ有効に行えるようネットワークの確立に努めます。

保健福祉コミュニティに資する専門的知識・技

能を有した人材の育成を図るとともに、ボランテ

ィア活動の促進、強化するため活動を支援します。

サービス利用者の権利を擁護するためのシステ

ムの確立に努めます。

ノーマライゼーションの理念に基づく福祉意識

の形成を図るため、市民啓発を推進するとともに、

福祉教育の充実に努めます。
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本市では、昭和57年に「福祉のまちづくりのた

めの環境整備要綱」を制定し、「大阪府福祉のま

ちづくり条例」とあわせて、公共施設については

福祉のまちづくりの先導的な役割を果たせるよう

施設整備を図るとともに、民間の施設についても

関係者の理解と協力を求めながら、すべての市民

の利用に配慮した都市施設のバリアフリー化を推

進しています。

居住環境の整備については、平成７年度にシル

バーハウジング供給計画を策定し、公営住宅にお

ける福祉住宅の確保に取り組んでおり、既存の公

営住宅についても増改築の際、高齢者や障害者の

居住しやすい仕様に順次、改善しています。

今後は、民間住宅も含めた福祉住宅の確保や住

宅設備の改善などに向けた支援、相談体制の充実

が望まれます。また、阪神・淡路大震災の教訓を

踏まえ、高齢者・障害者などの災害弱者をまもる

ための基盤整備が望まれます。さらに、平成１２

年の「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利

用した移動の円滑化に関する法律」の施行によっ

て、高齢者や障害者をはじめ、だれもが自由に行

動できるよう民間事業者や公共的機関などとの連

携による駅舎エレベーターの設置促進など、公共

交通機関など移動手段に関する整備や情報提供の

充実が望まれます。

居　住　環　境　の　整　備  

福祉のまちづくりのための環境整備の推進 

移動および情報アクセスの整備 

防　災　対　策　の　充　実  

福祉のまちづくりの推進 



「福祉のまちづくりのための環境整備要綱」に

基づき、すべての人が利用しやすいまちづくりを

目指して、地域環境の整備、改善を推進します。

高齢者や障害者が安心して地域で生活が営める

よう、生活の基盤となる公共住宅をはじめ、民間

住宅のバリアフリー化に努めます。

高齢者や障害者の外出機会の増加に対応して、

すべての人が移動しやすいように、公共交通機関

などの整備を鉄道事業者などに要望します。また、

移動に困難をともないがちな高齢者や障害者に情

報を提供するため、情報アクセスの整備を検討し

ます。

阪神・淡路大震災の教訓を活かし、高齢者や障

害者など災害弱者に対する防災・避難対策を推進

します。
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次代を担う子どもたちが、心身ともに健やかに

育つため、家庭、地域、企業が一体となって総合

的に支援していくことが必要となっています。

本市では「東大阪市乳幼児育成ビジョン」に基

づき、子育て支援短期利用事業など子育て支援社

会の実現を目指した事業に取り組むとともに、保

育所施設を活用して、育児相談事業や地域活動事

業など、地域の実情に見合った子育て支援事業を

展開しています。

今後は、総合的な子育て支援の推進に努めると

ともに、地域の子育て施設の中核となる子育て支

援センターの整備を推進し、地域コミュニティに

おける連帯意識の醸成とそれに支えられた子育て

コミュニティの形成が期待されます。

母子保健対策として、妊産婦や乳幼児の健康保

持・増進のため、母親教室・両親教室を実施する

とともに、乳幼児健診などを実施しています。今

後は、少子化や核家族化などの社会傾向に対応し

た母子保健対策の充実を進めることが求められて

います。

相 談・支 援 体 制 の 充 実  

子 育 て 支 援 の 総 合 的 な 推 進  

安心して子育てができる地域環境の整備 

母 子 保 健 対 策 の 充 実  

子 育て支 援 の 推 進  



地域社会で安心して子どもを生み、育てること

ができる環境づくりのため、子育て支援を総合的、

計画的に推進します。また、 子どもの人権に対

する意識啓発に努めます。

子育てに関する相談や情報を提供できる子育て

支援センターの整備を図り、家庭児童相談室や保

健所などの専門機関と連携して相談・支援体制の

強化に努めます。

子どもや親が安心して行動し、積極的に社会活

動に参加できるよう、公共施設や駅、デパートな

どの公共的施設に、ベビーベッドの設置やベビー

ルームの整備など子育てに配慮した施設の整備促

進に努めます。

子育て支援センターを中核施設として、ボラン

ティアや母親クラブの育成・支援に努め、地域の

子育てコミュニティの形成を図ります。

市民の多様なニーズを的確に把握し、関係機関

と連携して思春期から産後の育児まで系統だった

指導・相談の充実に努めます。

専門職を確保して健診の質の向上を図り、乳幼

児の発育・発達の促進と疾病の早期発見に努める

とともに、医療助成の充実を図ります。
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少子化や核家族化、女性の社会進出など社会環

境の変化に伴い、保育ニーズは多様化の傾向にあ

り、保育サービスの充実が必要となっています。

本市の保育所は、公立、民間ともに定員の拡大

を図ってきましたが、なお入所待機児童が多く、

その解消に向け幼稚園も視野に入れた就学前児童

の保育のあり方を検討したうえで、地域の子育て

支援に対応できる保育所の適正配置や老朽施設の

改修などを計画的に整備、充実することが重要と

なっています。保育サービスの内容としては、開

所時間延長の促進、産休明け保育の拡充、低年齢

保育の促進に努めているほか、人権保育や障害児

保育の推進などに取り組んでいます。

今後は、保護者や地域のニーズに対応できるよ

うに、保育サービスの充実に努めることが求めら

れています。

保 育 所 施 設 の 整 備・充 実  

保 育 サ ー ビ ス の 充 実  

人 権・障 害 児 保 育 の 推 進  

保　育　の　充　実 



保育サービスの向上や老朽化した園舎の環境改

善、安全確保を図るため、公立保育所の計画的な

施設の整備・充実と、民間保育所の施設整備に対

する助成に努めます。また、保育所は地域の社会

福祉資源であるとの観点から、地域の多様なニー

ズに対応した施設整備に努めます。

多様な保育ニーズに対応したきめ細かな保育サ

ービスの充実を図るため、待機児童の解消をはじ

め、障害児保育、延長保育や一時保育、低年齢児

保育、病後児保育サービスなどの推進とともに、

産休明け、育児休業明けに対応した年度途中入所

の円滑な受け入れ体制の整備など保育所機能の拡

充に努めます。また、公立保育所との格差是正や

保育サービスの向上を図るため、民間保育所への

運営助成の充実とともに、簡易保育施設に対して

も指導、支援に努めます。

「人権教育のための国連10年」の趣旨を踏まえ、

あらゆる人権問題の正しい理解と認識を深めると

ともに、すべての保育所において人権を大切にす

る心を育てる保育を一層推進するため、研究・研

修の充実に努めます。

障害児が健常児とともに健やかに育つことを目

標に、障害の状態や発達段階に応じて適切な保

育・療育が受けられるよう、幼稚園、児童福祉施

設、専門機関などとの連携・協力を推進するとと

もに、施設・設備などの整備充実に努めます。
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健康で安定した生活を確保するため、公的年金

や手当、貸付制度、医療助成など社会保障制度の

充実を国・府に要望するとともに、（財）東大阪市

雇用開発センターや公共職業安定所と連携して企

業に雇用の拡大を働きかけます。

ひとり親家庭が抱える様々な問題や悩みに応え

る相談機能の充実や、ひとり親が安心して子ども

を育て、住み、働けるよう介護人派遣制度などの

養育環境の整備を図ります。

核家族化や離婚などによって、ひとり親家庭が増

加する傾向にあります。これらひとり親家庭に対し

て、生活の安定、養育機能の強化など、きめ細かな

相談・援助体制の充実が必要となっています。

本市では、ひとり親家庭に関しては、母子生活

支援施設の運営や児童扶養手当の支給、福祉資金

の貸付け、ホームヘルプサービス、民生委員・児

童委員による相談・指導のほか、（財）東大阪市雇

用開発センターや公共職業安定所との連携による

安定した雇用の確保などに取り組んでいます。

今後は、ひとり親家庭の生活実態を的確に把握

して、公的年金や貸付け制度の充実などを国や府

に働きかけるとともに、就業機会の拡大など経済

的自立と生活の安定のための積極的な施策を強化

し、総合的な施策の推進が求められています。

生　　活　　の　　安　　定 

ひとり親家庭への支援の充実 

ひとり親家庭福祉の充実 



長寿社会においては、長い高齢期をいかに健康

に過ごすかが大きな課題となっており、高齢者が

住み慣れた家庭や地域で安心して暮らせる総合的

なまちづくりが求められています。

本市では、「東大阪市老人保健福祉計画」など

に基づき、保健・医療・福祉のネットワークや民

間福祉団体などとの連携のもとに、在宅福祉サー

ビスの充実に取り組むとともに、サービス供給体

制の拡充を進めています。また、在宅高齢者の生

活面・健康面での不安に対応するため、地域の実

情に応じてシルバーハウジングなどに対し生活援

助員の派遣をするとともに、特別養護老人ホーム、

デイサービスセンター、ケアハウスなど民間福祉

施設の建設助成事業に取り組んでいます。今後、

福祉ニーズの高まりに対応するため、民間事業者

やＮＰＯなどの活力を活かしたサービス供給体制

の多様化を図り、高齢者の実情に合った在宅福祉

サービスの充実を図ることが求められます。さら

に、在宅福祉サービスや施設サービスの拡充に向

けて、特別養護老人ホームなどの高齢者福祉施設

の整備・充実が望まれます。

また、保健所、保健センターを中心に医療機関、

老人保健福祉施設などとの連携を深め、きめ細か

な保健、医療サービスの提供を図るとともに、壮

年期からの一貫した健康の保持、増進を深めるた

め、健康相談や健康診査などの保健事業を充実し、

寝たきり老人にならない取り組みを深めることが

求められています。

高齢者の経済生活の安定に向けた取り組みでは、

高齢者の知識や経験を活かした雇用の確保、公的

年金制度や医療費助成の充実などが望まれます。
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保健・医療サービスの充実  

福 祉 サ ー ビ ス の 充 実  

経　済　生　活　の　安　定 

総合的な高齢者保健・ 
福祉施策の推進 



高齢者の健康の保持・増進や疾病の早期発見と

治療が行われるよう保健・医療サービスの充実を

図ります。

配食サービスや地域福祉権利擁護事業、成年後

見制度利用申立事業など生活支援の充実や、高齢

者、介護者の相談に総合的に対応できるよう在宅

介護支援センターなどの機能の充実や高齢者福祉

施設の整備を図ることにより、福祉サービスの充

実を推進します。

老後の経済的安定を図るため、年金制度の充実

を国に働きかけるとともに、必要な医療を安心し

て受けられるよう老人医療費の助成に努めます。

132

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18
（％） 

昭和55年　　　　60年　　　　平成2年　　　　 7年　　　　　 12年 

65歳以上人口 

総人口 

（国勢調査）

東大阪市 大阪府 全国 

7.2
8.2

9.5

11.5

14.6

7.2
8.3

9.7

11.9

14.9

9.1
10.3

12.0

14.5

17.3

高齢化率の推移

400
420
440
460
480
500
520
540
560
580
600
620
（人） （千） 

平成3年度  4年度  5年度   6年度   7年度   8年度   9年度  10年度 11年度12年度 13年度 
0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
ねたきり老人数 独居老人数 

4,301 4,497 4,637
5,019 5,019 5,219 5,505 6,670

7,750
8,286

9,034

583
592 597

610 619

540

563

476 482

568

528

65歳以上のねたきり老人、独居老人の推移



本格的な高齢社会を迎え、高齢者が地域社会の

一員として生きがいにあふれた生活を営むことが

できる、豊かなまちづくりが求められています。

本市では高齢者のふれあいと生きがいを高める

社会参加活動を支援するため、高齢者社会参加促

進施策検討会を設置して、各老人センター事業、

老人クラブ助成事業、老人クラブ常設集会所の整

備助成などを実施しています。また、高齢者の生

涯学習活動を支援する老人大学講座「悠友塾」の

開講や、高齢者教室などの充実に努めるとともに、

市民ふれあいホール、スポーツホールの開設など、

高齢者の健康づくりの場の確保に取り組んでいま

す。また、（社）東大阪市シルバー人材センター

や（財）東大阪市雇用開発センターとの連携を深

め、高齢者の就労機会の拡充を推進しています。

今後は、高齢者の社会参加の拡充や、自主的な

生涯学習活動の支援体制の充実を図るとともに、

高齢者が長年にわたって培われてきた能力、経験、

知識などを活かして、生きがいにあふれた生活を

営める取り組みを強めることが望まれます。
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社会参加機会と生涯学習の充実 

能 力・経 験・知 識 の 活 用  

高齢者の生きがいづくりの充実 



高齢者のふれあいと生きがいづくりを図るた

め、高齢者サービスセンターなど施設機能の充実

とともに、「悠友塾」など高齢者教室の拡充やス

ポーツ・レクリエーション活動の充実に努めま

す。また、老人クラブの活動を支援し、地域老人

集会所の整備を助成します。

高齢者の豊富な経験と知識を地域づくりに活か

すため、世代間交流活動の支援やボランティア活

動の基盤整備を図ります。また、高齢者が培って

きた経験や技術を社会資源として活用するため、

（社）東大阪市シルバー人材センターや（財）東大

阪市雇用開発センターなどと連携して、高齢者の

雇用の促進を図ります。
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急速な高齢化の進行にともない、介護を必要と

する高齢者は今後ますます増加すると思われま

す。また、要介護者や家族の介護に関するニーズ

は複雑・多様化し、しかも介護期間の長期化や、

家庭での介護力の低下によって、介護の問題が老

後の最大の不安要因となってきています。

このため、介護を社会全体で支え、利用者の希

望に基づいて、介護に関する保健・医療・福祉サ

ービスを総合的・一体的に提供する介護保険制度

が平成12年（2000年）から実施されています。介

護保険制度の円滑な実施を図りながら、要介護者

などのニーズに応え、高齢者が地域で、健康でい

きいきと生活できるように、地域における在宅介

護支援の拠点づくりや介護者を対象とする在宅介

護者リフレッシュ事業などに取り組んでいます。

今後、増大する介護需要に応えるため、国に対

して保険給付内容の充実など制度をより拡充する

よう求めていくとともに、本市においても介護サ

ービス基盤の整備、保険給付対象外サービスを充

実させていくことなどが必要となっています。ま

た、行政および民間による介護支援機能を強化し、

要介護者とその家族が安心して生活を営めるケア

システムの確立が求められています。

135

介 護 保 険 制 度 の 充 実  

介 護 支 援 機 能 の 充 実  

高齢者介護制度の充実 



要介護者などのニーズを把握し、保健福祉事業

など給付内容の充実に努めるとともに、制度の充

実を国に要望します。

必要な介護サービスが適切かつ効果的に提供さ

れるよう、制度に携わる人材の育成を促進すると

ともに、介護老人福祉施設など施設整備の促進を

図りながら、サービス提供事業者の育成確保に努

めます。

また、増大する介護需要に対応するため、多様

なサービス提供体制を確保できるよう民間活力の

活用を推進します。

介護保険制度の内容やサービス基盤などの情報

を提供するとともに、相談体制の強化に努めます。

また、サービス提供事業者間の連携の確保など、介

護サービスを利用しやすい環境の形成に努めます。

介護保険給付対象外の高齢者福祉サービスの充

実や小地域ネットワークなどの地域福祉サービス

の推進を図ります。

要援護高齢者などの介護者を対象に、介護技術

や支援サービスなどの情報を提供し、介護負担を

軽減する在宅介護者リフレッシュ事業などの充実

を図ります。
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障害者（児）が障害をもたない人と同じように

生活し、活動する社会を目指して、差別や偏見の

ないノーマライゼーション社会の形成が求められ

ています。

本市では、「国際障害者年東大阪市長期行動計

画」、「東大阪市障害者プラン」を策定し、障害者

福祉施策の総合的な展開に取り組んでいます。

今後は、国や府の計画などとの調整を図り、障

害者団体をはじめとする関係諸機関や専門家の意

見なども十分に反映させながら「東大阪市障害者

プラン」の推進に努めるとともに、保健・医療分

野や教育分野などとの連携を深め、障害者（児）

福祉サービスの供給体制の充実を図るなど、障害

者（児）福祉施策の総合的な推進に向けた取り組

みを強めることが求められます。

また、平成15年４月から福祉サービスの利用に

関して、これまでの行政がサービスの利用を特定

しサービス内容を決定する「措置制度」から、利

用者である障害者がサービスの提供者である事業

者と対等な関係に立って、自らサービスを選択し

契約によってサービスを利用する利用者本位の

「支援費制度」に移行することになりました。
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障害者のライフステージのすべての段階におい

て全人間的復権を目指す「リハビリテーション」

の理念と、障害者が障害をもたない人と同じよう

に生活し、活動する社会を目指す「ノーマライゼ

ーション」の理念のもとに、障害者施策を総合

的・体系的に推進します。

障害者一人ひとりの状況やニーズに対応した障

害者施策の推進のため、保健・医療、教育など関

連する分野との連携を強化して福祉サービスの充

実を図ります。

障害者が利用者本位のサービスを受けられるよ

うに、相談体制の充実、必要な支給量の決定、契

約の支援の充実に努めるとともに、サービス供給

量の増加を図ります。
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障害者施策の総合的な推進  

関 連 分 野 と の 連 携 の 強化  
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本市では、公共職業安定所や企業などとの連携

による障害者の雇用促進や、障害者雇用奨励金の

支給などを進めながら障害者の就労の促進に取り

組んでいるほか、授産施設や福祉作業所の整備・

運営に対する支援や高井田訓練所で行う生活訓練

や作業訓練など、障害者の自立と社会参加の促進

に努めています。また、市民の障害者問題に対す

る意識を高め、障害者（児）が地域社会活動など

に参加しやすい環境をつくるため、障害者の交流

活動などの契機となる障害者スポーツ振興事業の

推進、「ふれあいのつどい」や啓発講演会の開催、

ろうあ者教養講座や手話講座などの開催、「ここ

ろの健康福祉マップ」の発行や福祉読本の作成な

どに取り組むとともに、障害者センターにおける

障害者（児）の生活相談事業などを進めています。

今後は、民間事業所の協力も得ながら、障害者

の雇用の促進に努めるとともに、授産施設や福祉

作業所などに対する支援の充実など障害者の就労

支援が求められます。また、市民啓発の充実や地

域における障害者の交流活動など、障害者が社会

参加しやすい環境づくりをさらに推進することが

求められます。

啓 発 と 交 流 の 推 進  

雇 用・就 労 支 援 の 充 実  

社 会 参 加 の 促 進  



障害者の「完全参加と平等」を目指し、多様な

情報メディアを活用して啓発を推進するととも

に、学校や生涯学習の場など地域における福祉教

育の充実を図ります。

障害者問題に対する理解を深め偏見をなくすた

め、障害者と健常者とのふれあいや交流を促進す

るとともに、地域活動や行事の内容に配慮して障

害者の積極的な参加を図ります。

障害者が地域で自立した生活を営むことができ

るよう、校区福祉委員会などとの連携を図り地域

福祉活動を推進するとともに、市民、企業のボラ

ンティア活動への参加を促進するため、情報の提

供や講座などへの支援の充実に努めます。

障害者の雇用を促進するため、社会適応訓練事

業など職業訓練を実施するとともに、企業に対す

る啓発や指導に努め、公共職業安定所や企業など

と連携して雇用の確保を図ります。

授産施設や福祉作業所の整備を促進し、支援の

充実に努めるとともに、自営業や在宅での就労に

対しても支援を推進します。
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本市では、母子保健対策として妊産婦の健康診

査や乳幼児検診などを通じて、疾病の早期発見に

努めるとともに、老成人保健対策として市民基本

健康診査などを通じて、脳卒中や心疾患などの早

期発見と、それらによる中途障害の発生予防に取

り組んでいます。また、障害児保育や障害児教育、

療育センターによる肢体不自由児に対する学校巡

回指導など障害児の療育体制の充実を図っていま

す。さらに、療育センターをはじめ、障害者デイ

サービスセンター、市立総合病院などで障害者

（児）のリハビリテーションを推進しています。

今後は、障害者が地域社会で生活していくため、

健康づくりの推進や疾病の予防および早期発見と

治療、リハビリテーションなど保健・医療の充実

が求められています。

また、精神障害者に対する保健福祉事業につい

ては、医療・社会復帰相談や生活支援事業、精神

保健福祉に関する啓発などを実施していますが、

さらに充実が求められています。

障害者に対する保健・医療の充実 

リハビリテーションの充実 

健 康 づ く り の 推 進  

保 健・医 療 の 充 実  



障害者が地域の医療機関で一般医療が受けられ

るよう、医療機関に対する啓発活動に努め、医師

会や歯科医師会の協力を得て医療体制の整備を促

進するとともに、医療費助成制度の充実を国・府

に要望します。

また、市民に対するこころの健康相談や、関係

機関との連携による精神保健福祉対策の充実に努

めます。

保健所や障害者デイサービスセンター、療育セ

ンターにおける機能訓練の充実に努めるととも

に、脳卒中などによる寝たきりを予防するため、

老人保健施設や高齢者サービスセンターでの機能

訓練事業を推進します。また、医療機関における

医療の充実を促進するとともに、疾病の予防から

治療、リハビリテーションを総合的に行う体制の

整備に努めます。

障害者の健康の保持と増進を図るとともに、２

次障害の発生を予防するため、健康診査や訪問指

導などの健康管理事業の実施に努めます。また、

乳幼児の疾病の早期発見のため、乳幼児健康診査

や視力・聴力検査の充実を図るとともに、障害児

の保護者に対する療育相談や訪問指導を充実しま

す。さらに、中途障害の発生を防止するため、成

人病（生活習慣病）検診の充実とともに、交通安全

対策や企業に対する労働安全指導を強化します。
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障害者一人ひとりが、地域社会のなかで安心し

て、また自立して生活ができる総合的な福祉サー

ビスの提供が必要となっています。

本市では、障害者に対する在宅福祉サービスと

して、ホームヘルプサービス事業、ガイドヘルパ

ー派遣事業、短期入所事業、補装具の交付、日常

生活用具の給付、手話通訳者の派遣事業などを実

施しています。また、身体障害者が自立を図り、

生きがいを高めるため、通所して創作的活動や機

能回復訓練などを行う施設として、３ヵ所の身体

障害者デイサービスセンターを設置しているほ

か、民間福祉施設との連携のもとに心身障害者デ

ィサービス事業に取り組み、さらには、市立身体

障害者デイサービスセンターなどを中心に、障害

者に対する相談や生活指導など福祉サービスに関

する情報提供などに取り組んでいます。

今後は、障害者が地域社会で自立した生活がで

きるよう、ニーズに対応した福祉サービスを選択

して利用できる在宅福祉サービスや施設における

福祉サービスを充実させるとともに、相談や情報

提供の拡充を図るほか、障害者の権利擁護を進め

ることが求められます。

相 談・情 報 サ ー ビ ス の 充 実  

自立生活を支援する福祉サービスの充実 

障 害 者 の 権 利 擁 護 の 推 進  

福祉サービスの充実 



障害者が一人ひとりのニーズに応じた福祉サー

ビスが受けられるよう、関係機関と連携して相談

体制・機能の充実を図るとともに、多様できめ細

かな情報の提供に努めます。

障害者が住み慣れた地域や家庭で自立した生活

が送れるよう、ホームへルプサービスや補装具・

日常生活用具の給付など地域での生活支援事業の

拡充を図り、在宅福祉サービスの充実に努めます。

総合福祉センターや療育センターの機能の充実を

図るとともに、知的障害者援護施設などの入所・通

所施設の整備を促進し、民間施設に対する支援を

強化して施設福祉サービスの充実に努めます。

知的障害者や精神障害者など、自己の意思表示

の困難な障害者の人権擁護や財産管理の支援に努

めます。
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年度 

在宅福祉サービスの利用状況
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近年、高齢化の進展や景気の低迷の長期化など

に伴って生活保護の被保護世帯・被保護人員は増

加傾向を示しています。

本市では、低所得者の生活の安定と自立を支援

するため、生活保護制度や本市独自の緊急小口生

活資金貸付制度の充実に努めているほか、公共職

業安定所や（財）東大阪市雇用開発センターとの

連携のもとに就労の促進に取り組み、さらには、

民生委員・児童委員や社会福祉協議会と協力して

生活相談などに取り組んでいます。

今後は生活保護制度の適正な運用に努めながら

低所得者の生活支援を行うことが求められます。

自　立　支　援　の　拡　充 

生 活 資 金 貸 付 制 度 の 充 実  

相 談・支 援 体 制 の 充 実  

生活保護制度の適正実施の確保 

低所得者への支援の充実 



低所得者世帯などの経済的自立と生活意欲の助

長促進を図るため、生活福祉資金貸付制度、離職

者支援資金貸付制度などの条件整備について国・

府に要望するとともに、緊急小口生活資金貸付制

度の的確な運用を行います。

生活保護世帯や低所得者世帯における就労の促

進と生活の安定を図るため、公共職業安定所、

（財）東大阪市雇用開発センター、（社）東大阪市シ

ルバー人材センターなど関係機関との連携のもと

に就労機会の拡充を図るなど、自立支援の充実に

努めます。

民生委員・児童委員、社会福祉協議会などとの

連携を強めて、低所得者などの生活実態に即した

相談・支援体制の充実を図ります。

生活保護世帯が社会経済情勢の変化に対応して

安定した生活が営まれるよう、生活保護制度の充

実を国・府に働きかけるとともに、相談・援助機

能の充実を図り、生活保護制度の適正実施の確保

に努めます。
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老後の経済的安定に備える国民年金制度の周知

を図り、加入の促進に努めます。また、高齢者や

障害者の基本的経済保障である年金制度の充実に

ついて、国へ積極的に働きかけます。

年金未加入者や保険料未納者の解消を図るた

め、被保険者に対するきめ細かな相談機能の充実

を国に要望します。

国民年金は老後の市民生活をまもるための社会

保障制度であり、本市では、財源対策や無年金者

の救済など、国民年金制度の充実について国・府

に要望するとともに、適用対策・未納者対策の事

業に取り組んできました。

今後は、地方分権推進一括法の施行により、国民

年金事務の見直しが行われましたが、高齢化の進展

に伴い重要性を増す国民年金制度の充実を国に強

く働きかけるとともに、無年金者や未納者の解消に

向けた事業の推進を国に要望してまいります。

制　度　周　知　の　推　進 

無　年　金　者　の　解　消 

国 民 年 金 の 充 実  
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